
1．　は　じ　め　に

　2015（平成27）年12月21日に出された中央教
育審議会の 3 つの答申，「これからの学校教育
を担う教員の資質能力の向上について ～学び
合い，高め合う教員育成コミュニティの構築に
向けて～」（中教審第184号），「チームとしての
学校の在り方と今後の改善方策について」（中
教審第185号），「新しい時代の教育や地方創生
の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り
方と今後の推進方策について」（中教審186号）1）

のタイトルをみると，「地域（社会・コミュニ
ティ）との連携・協働」が教育改革のキーワー
ドの一つになっていることに気づく。
　子どもたちの学びが，ローカルな地域（社
会・コミュニティ）やグローバルな世界と接点
を持ち，多様な人々とつながりを保ちながら自
発的にすすめられるための「社会に開かれた教
育課程」の実現に向け，現在，学習指導要領の
改訂の準備が始まっている。ただし，今回の改
革はそれら教育内容・方法の刷新に加え，それ
を推し進める組織・運営体制の充実策にも重点
が置かれている点は注目に値する。しかも，学
校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）
をはじめとする「地域とともにある学校づくり」
への転換という学校の目指す姿だけでなく，地
域（社会・コミュニティ）に対しても，その目
指すべき姿として，子ども支援を核としたまち
づくり活動や家庭での子育てを支援できる地域

づくりといった「学校（という場）を核とした
地域づくり」の推進が示され，改革の両輪とし
て位置づけられているのである。学校を含む
様々な機関や団体等がネットワーク化を図りな
がら，学校，家庭及び地域が相互に協力し，地
域全体で学びを展開していく「子供も大人も学
び合い育ち合う教育体制」を一体的・総合的に
推し進めていく体制は，「『次世代の学校・地域』
創生プラン～学校と地域の一体改革による地域
創生～」2）として描かれ，2016（平成28）年 1
月21日に発表されている。
　とはいえ，それを具体的な教育計画にし，学
校活動や学習活動として展開させていくのは，
学校である。教員が子どもたちとの間で，多様
で新たな学習内容・方法を試行錯誤していくこ
とでしか，この教育改革はすすんでいかないと
いっても過言ではないだろう。数年先の学習指
導要領の改訂を待つのではなく，多くの学校で
この教育改革の理念に基づく学校・地域の協働
による学習プログラムが先行的に実施されてい
くことが求められる。その際，標準化された内
容があり，知識・技能の伝達の割合が高い教科
学習よりも，正規の教育課程内でありながらも
具体的な内容や方法は各学校にゆだねられてい
る特別活動や総合的な学習の時間（以下，総合
学習と略記する）は，こうした開発の場として
適しているといえるだろう。
　この 2つの学校活動の間には，内容や形態・
方法に類似性がみられ，例えば，総合学習にお
ける学校と地域の交流活動や，社会奉仕活動な
どは，特別活動として行われる学校行事の「勤
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労生産・奉仕的作業」と重なる。また，総合学
習の重要なテーマの一つである「福祉・健康」
の領域も，学校行事における「健康安全・体育
的行事」で取り扱われてきた内容と重複する部
分が大きい3）。こうした児童・生徒の自発性を
尊重しながらすすめられる既存の学校活動は，
新たに創造しなければならない「社会に開かれ
た教育課程」にとって重要な示唆を与えてくれ
るはずだ。そこで本論は，「社会に開かれた教
育課程」の実現に向け，その教育方法やカリ
キュラム開発のあり方を，総合学習や特別活動
での具体的な取り組みを踏まえながら，考察す
ることを目的としている。
　なお，留意しなければならないのは，特別活
動と総合学習は類似する点は多いものの，決し
て同様の活動ではないという点である。総合学
習が教科横断的な「知の総合化」を目指すもの
であるのに対し，特別活動はよりよい集団活動
によって学校生活の課題解決・改善に役立つ能
力，態度等を養うことをねらいとしている。こ
うした違いをふまえつつ，両者の特質を活かし
た関わり方についても検討をおこなう。

2．　「社会に開かれた教育課程」の基本構想

　「社会に開かれた教育課程」というタームに
は，教育が普遍的に目指す根幹を堅持しつつも，
社会の変化を柔軟に受け止めるためには，教育
課程の計画から実施，評価に至るまでのプロセ
スを学校内だけでおこなう閉じた

・・・
運営から，地

域（社会・コミュニティ）と共有・連携しなが
ら創造する開かれた

・・・・
運営へと転換すべきとの理

念が込められている。2030年4）以降の社会にお
いて求められる初等中等教育の総体的な姿を想
定し，中央教育審議会教育課程部会の教育課程
企画特別部会において議論がなされ，平成27年
8月26日に「教育課程企画特別部会論点整理」5）

として発表された。その基本的な構想は，以下
の 3点にまとめられる。

　第一点目は，「よりよい学校教育を通じてよ
りよい社会づくりを目指すという理念を持ち，
教育課程を介してその理念を社会と共有してい
くこと」である。つまり，すべての子どもたち
にとって学校は，自分の活動によって何かを変
えたり，社会をよりよくしたりできることを実
感する体験を積み重ねる場でなくてはならず，
そうした学びを通じ，社会の形成者としての自
尊心と自信とを獲得することが目指される。そ
のためには，子どもたちが影響を与えられると
信じられる「社会」の規模が，身近な家庭や学
校での生活から，地域社会や国，そして学校教
育修了時には地球規模での持続可能な社会へと
拡大させていかなければならない。加えて，子
ども自身の考える「よりよい社会」の姿を共有
し合える集団も，家族や同じクラス・学校の仲
間から，自分の暮らす地域住民，国民，全世界
の人々へと拡大させていけるような道筋が，い
ずれの教育課程においても一貫して設計されて
いる必要がある。
　第二点目は，「これからの社会を創り出して
いく子供たちが，社会や世界に向きあい関わり
合っていくために求められる資質・能力とは何
かを，教育課程において明確化していくこと」
である。何を知っているか，何ができるかと
いった個別の知識・技能（身体的技能や芸術表
現の技能等）等の知識ベースの学びを基本とし
つつも，知っていること・できることをどう使
うかという力（思考力・判断力・表現力等），
さらにはどのように働きかけていけば円滑にす
すむのかを考える力（主体性，多様性，協働性
等）など，コンピテンシーベースで学習を展開
していくための内容や方法を，教育課程に反映
させていく必要がある。これを前述した基本構
想の一つ目の柱にもう少し引きつけて解釈すれ
ば，教室での知識ベースの学びから「何を・ど
のように活用したら」実際の課題解決に役立て
ることができるのかを実際の社会の中で試行錯
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誤する体験や，「なぜ活用しなければならない
のか」，「これで本当によいのだろうか」といっ
た疑問さえも問いとして設定しながら取り組む
体験を重ねる中で，子どもたちは学校での知識
ベースの学習と，自らの体験的な学習とを結び
つけることで，いわば「知の総合化」をはかる
教育課程が目指されているともいえる。
　最後，第三の「社会に開かれた教育課程」の
柱としては，「教育課程の実施に当たって，地
域の人的・物的資源を活用したり，放課後や土
曜日等を活用した社会教育との連携を図ったり
し，学校教育を学校内に閉じずに，その目指す
ところを社会と共有・連携しながら実現させる
こと」であり，さらにそれを「保護者や地域の
人々等を巻き込んだ『カリキュラム・マネジメ
ント』」によって運営していくことが示されて
いる。教育課程の計画，実施，評価，改善に至
るまでのプロセスを学校内だけではなく，保護
者や地域の人々等も参画しながらおこなう学校
経営のあり方が求められているのである。「カ
リキュラム・マネジメント」という視点は，こ
れまでも学習指導要領等に即しながらも，教科
等の縦割りや学年を越えて相互の関係で捉える
ことや，管理職のみならず全ての教職員が関わ
る事などが重視されてきた。今回の改革では，
さらに教育内容の質的向上に必要な地域の人
的・物的な教育資源等を活用した教育課程を，
多様な視点を持つ人々とともに編成することが
重視されているのである。

3．　「社会に開かれた教育課程」の開発に
おけるサービス・ラーニングの可能性

　前述のような「社会に開かれた教育課程」を具
現化していくための教育方法として，答申内で
は「アクティブ・ラーニング（Active Learning）」
（以下，AL と略記する）の導入が明示されてい
る。そもそもこの用語は，平成24（2012）年 8
月28日に中央教育審議会が高等教育改革の方向

性を示した答申「新たな未来を築くための大学
教育の質的転換に向けて～生涯学び続け，主体
的に考える力を育成する大学へ～」が契機と
なって多用されるようになったもので，当初は
「学修者の能動的な学修への参加を取り入れた
教授・学習法の総称

・・
」として「能動的学修」と

も邦訳されてもいた。この教育改革の方向性が
初等・中等教育改革にも波及し，AL をいかに
取り入れた形で学習指導要領が改訂できるかが
注目されているが，具体像は未だ明らかになっ
ていない。文部科学省からは AL をイメージし
やすくする具体例として，「発見学習，問題解
決学習，体験学習，調査学習等」や「教室内で
のグループ・ディスカッション，ディベート，
グループ・ワーク等」などが紹介6）されてはい
る。しかしこれらの方法は，確かに児童・生徒
の能動的な学習を引き出すことに有効であって
も，これらを多用しさえすれば「社会に開かれ
た教育課程」となり得るかといえば，いささか
心許ない。
　そこで，本節では「社会に開かれた教育課程」
を実現しうる有効な教育方法の一つとして，
「サービス・ラーニング（Service Learning）」
（以下 SL と略記する）に着目し，その可能性
について，検討をおこなうこととした。SLとは，
教科で学んだ学習と社会奉仕活動（サービス活
動）とを組み合わせた体験的な教育方法をさす。
学校で学んだ知識を，地域のためにどう活用す
べきか，子ども自身が考え実行することを通じ
て，活用する力を伸ばそうとするものである。
前述のような能動性を引き出そうとする AL の
手法はいくつも存在するが，それを社会と関わ
ることで引き出そうとする点に，SL の大きな
特徴がある。「社会に開かれた教育課程」を実
現する教育方法を考えるにあたり，われわれが
SL に着目した理由もそこにある。西岡加名恵
も，AL が学校現場に広がってきた背景の一つ
として「探究的な学習が広がったこと」をあげ，
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多様な方法の中でも「たとえば，商店街の活性
化のために商品開発に携わるなど，現実社会の
問題解決に参加する学習は，もっともアクティ
ブな学習と言えるかもしれません。地域社会へ
の貢献の中で行われる学習活動のことを，サー
ビス・ラーニングと言います」7）と述べ，SL の
有効性を評価している。
　そこで，もう少しサービス・ラーニングの定
義を詳しくみていくことにしよう。唐木清志に
よれば，アメリカで1990年に成立した「国家お
よびコミュニティ・サービス法」（National and 

Community Service Act of 1990）によるサービ
ス・ラーニングの定義が，今日の「サービス・
ラーニング研究・実践の出発点」になっている
と指摘している8）。この法律における SL の定
義の部分を訳出したものが，表 1である。なお，
表中のゴシック斜体の部分は，法律の本文では
イタリック体で示されている。
　上述の条文に従いつつもわが国の学校教育に
引きつけて考察してみると，SL は次の 5 つの
特徴から定義される。すなわち，①地域におい
て解決が求められているテーマに沿った教育活
動を展開すること，②学校と地域とが協働しな
がらおこなう活動であること，③市民的な責任
を育てることを目的にした活動であること，④
学問的なカリキュラムに統合されていること，
⑤経験をふりかえるなどの体験教育の手法が整
備された活動であること，これら条件を満たし
た教育方法と捉えることができる。
　この SL の 5つの特徴と，先述の「社会に開
かれた教育課程」の基本構想を照らし合わせて
みよう。地域の抱える課題に応える社会奉仕活
動に取り組むことを通じて市民的な責任を育て
るという SL の視点は，「社会に開かれた教育
課程」の第一の基本構想で指摘されている，児
童・生徒が学校教育で学んだことをよりよい社
会づくりに活用するといった体験をすることで
内的な成長をめざすというコンセプトと一致し

ている。また，SL が学問的なカリキュラムに
統合された，言い換えるならば教科とリンクし
た形で位置づけられるものであり，ふりかえり
等の体験学習の手法を活用したものであるとい
う点は，「社会に開かれた教育課程」の基本構
想の第二の柱である，知識ベースの学習と自ら
の体験的な学習とを結びつけることを目指して
いる点と，共通している。そして，SL の定義
で教育機関と地域の人々（機関）の双方が協働
的に関わることが定められている点は，「社会
に開かれた教育課程」の基本構想の第三の視点
で目指されている，教育課程の PDCA サイク
ルを学校内だけで回すのではなく，保護者や地
域住民の参画をえながらおこなう学校経営のあ
り方にも通じる。以上のような多くの共通点か
らも，「社会に開かれた教育課程」を具現化す
る AL の一つとして，SL が有効であることを
理解することができるだろう。

表 1　  「国家およびコミュニティ・サービス法」に
よるサービス・ラーニングの定義9）

「サービス・ラーニング」という言葉は，次のよう
なある方法を意味する。

（A）  この方法は，注意深く組織されたサービスへ
の活動的な参加を通して，生徒あるいは参加
者が学習し成長するような方法である。

（ⅰ）  この場合のサービスとは，コミュニティの
ニーズに導きかれ，その解決を目指したも
のであり，

（ⅱ）  初等学校，中等学校，高等教育機関，ある
いは，コミュニティ・サービス・プログラ
ム，そして，コミュニティそのものの中に
統合され，

（ⅲ）  市民的な責任を育てるのを援助するもので
ある。

（B）さらに，そのようなサービスとは，
（ⅰ）  生徒の学問的なカリキュラム，あるいは，

参加者が関与するコミュニティ・サービ
ス・プログラムの教育的要素の中に統合さ
れ，また，それを高めるものであり，

（ⅱ）  生徒あるいは参加者がサービスの経験をふ
りかえるための構造化された時間を有する
ものである。
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4．　「社会に開かれた教育課程」のカリキュ
ラム開発の方策

　実際に，学校教育課程に SL を導入すること
を想定すると，子どもたちの学びに対し段階を
おって長期間にわたって保障するためにも，学
習活動が「プロジェクト型学習（Project-Based 

Learning）」（以下，PBL と略記する）となる
ように工夫しておく必要がある。PBL とは，
求められるテーマに対して，子どもたちがグ
ループで調査・研究をおこなうことで知識を獲
得し，解決策や提案・企画を仲間たちとまとめ
ていくというプロセスを通して汎用的なスキル
やチーム力，課題解決力を習得していく手順を
ふんだ学習である。唐木も，SL を PBL ですす
めていく重要性を指摘しており，その際には子
どもが，「Ⅰ．問題把握」，「Ⅱ．問題分析」，
「Ⅲ．意思決定」，「Ⅳ．提案・参加」のような
学習段階をたどっていくことが重要であると指
摘している10）。
　こうした彼の指摘をふまえてフォーマットを
作成し，それをもとに筆者が担当する岡山大学
大学院教育学研究科教職実践専攻での授業実践
（科目名「学校とコミュニティ」）の中で，大学
院生が構想した「サービス・ラーニングの学習
段階」の一部を紹介してみたい。それを示した
ものが，表 2と表 3である。
　 2つの表をみると，どちらも教科とつながり，
子どもたちが段階をたどって課題を解決してい
くことができるように工夫されている。表 2は，
小学校 5年における総合学習を軸に社会科と関
連づけた SL の構想である。表 3は，中学校 2
年における数学による SL の構想である。教科
とつながる SL といっても，社会科や理科の実
践は想定しやすい。だが，この構想は数学で学
んだ一次関数を活用して，地域のコミュニティー
バスの運行計画を中学生が作成し，提案してい
くというアイディアが秀逸である。SL は，ど

の教科と関連づけて構想・実践されてもよいの
である。
　このように，PBL の学習段階を取り入れる
ことによって，学校・家庭・地域の連携協力に
よる体験活動がよく批判されるような単なる一
過性のイベントにならず，体験的な学習として
効果を発揮することができる。加えて，表 2か
らは元来，多様な教科とリンクさせる総合学習
にとって SL という手法が馴染みやすく，教科
学習→総合学習へと学びを展開させていくこと
のよさが，また表 3 からは，社会科や理科と
いった従来 SL の導入例が多く報告されている
科目にこだわらず，数学等すべての教科におい
て SL の展開が十分に可能であることを，理解
することができるだろう。
　「社会に開かれた教育課程」の実現に向け，
学校教育における総合学習や地域・学校の特色
を活かした教育活動はますます重要になってい
るにもかかわらず，平成20・21（2008・2009）
年の学習指導要領の改訂では，総合学習が小・
中学校では従来の 3分の 2にまで授業時間が縮
減されてしまっている。そして，そもそもその
背景には，教科学習の時間不足による学力低下
への大きな懸念が存在する。つまり，教科学習
や総合学習の授業にとっていかに SL が効果的
な手法だとしても，その有効性を活かした学習
を展開するには，教科学習と総合学習の時間だ
けでは足りなくなる可能性が十分考えられる。
その意味で， 1節で示したとおり，総合学習と
類似する点の多い特別活動をもつなげ，教科学
習→総合学習→特別活動へと学びをつなげるよ
うなカリキュラムの考え方も重要になってくる
だろう。
　しかも，SL の実践が蓄積されているアメリ
カでの先行研究からは，SL を特別活動へと活
用する意義についてもみえてくる。アメリカで
は SLの構成要素としては，①事前準備（prepa-

ration），行動（action），振り返り（reflection），
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祝福（celebration）の 4段階で展開していくこ
とが主流となっているという。各段階のうち，
祝福という用語はわが国ではあまり馴染みがな
いかもしれないが，「参加者が地域の人々やス
タッフ，友人に活動の成果を報告し，新たな
ニーズを把握していくこと，サービス・ラーニ
ングにおける学習体験を通して得たパートナー
たちとの一体感や連携を深めること」13）を目的

とした活動であるという。このような学習成果
は，学習指導要領に示されている特別活動の 5
つの教育的意義のうち，教師と生徒及び生徒相
互の人間的な触れ合いを基盤とする活動である
ことや，知，徳，体の調和のとれた豊かな人間
性や社会性の育成を図る活動であること，に重
なる部分が大きいといえよう。自分たちの活動
を承認し，互いに褒めあうことで，子どもたち

表 2　サービス・ラーニングの学習段階（小学校 5年）11）

「守ろう，京橋のまちなみ！」の学習段階（小学校第 ₅学年　総合）

学習段階 学習活動の概要 学習活動の展開

Ⅰ．問題把握

・第 4 学年で，京橋に現存する火の見櫓を
見学し，社会科に於いてその歴史と役割，
それを守ってきた街の人々の努力につい
て学習する。
・建造当時の目的・役割から，その変遷を
たどる。

前学年：社会科「火の見やぐらのヒミツを探
れ」
何をするためのものだろう？
なぜ今も残っているのだろう？
「街並みを保存する」とはどういうことなの
だろう？

・京橋朝市を訪ね，普段の生活では目にす
ることのない朝市の様子を見学し，京橋
周辺の町並みや催事に興味を持つ。

第 1・ 2時：朝市を訪ねる
・売っているもの，店など
・店以外に催されているもの
・「火の見やぐら」単元の想起

Ⅱ．問題分析

・朝市の歴史や現在での様子（店・企画）
などについて，見学したことや文献など
を元にまとめる。
・「京橋周辺を守る会」の会員を招き，京橋
周辺の地域の現状について話を聞く。
→街並みの保存，地域活性化のために，朝
市以外にさまざまな取り組みを行っている。

第 3時：朝市とはどんなもの？
・歴史，催事，露天模様…
・見学したことのまとめ

第 4・ 5 時：「京橋周辺を守る会」の方の話
を聞く
・最近の朝市の様子（人出）
・他に行っている取り組み

Ⅲ．意志決定

・街並みの保存や京橋周辺地域の活性化の
ために，自分たちで何かできることはな
いか考えて話し合う。
・「学校で栽培した野菜や，学校の名物とし
てつくりだした物産品を，有効活用でき
ないだろうか？」
・「こんなイベントを開いたら，お客さんが
集まるのではないだろうか？」
・広報の方策について考える。

第 6・ 7時：地域を盛り上げる方策を考える
・朝市など催事への参加提案
・催事の立案・企画

第 8～14時：朝市の準備をしよう
・参加する方法を考える（出店？）
・提案する催事を考える（既習の催事の発展
や改善も）

Ⅳ．提案・参加

・これまでの準備を元に，朝市に主催者側
として参加する。
・広報のチラシやポスターなどを，学校や
地域に張り出したり，児童・地域住民に
配付したりする。
・イベント等の企画ならば，開催に際して
スタッフとして参加。
・イベント以外の企画でも，「守る会」の方
との協働で参加できる。
・本学習のまとめを行う。

第15・16時：朝市に参加しよう
・準備したものを用いて，朝市に参加する。
（出店の場合は事前に申し込み。スタッフ
としての補助員的参加も提案できる？）

第17・18時：催し物に参加しよう
・提案した企画が通れば，主催者側として参
加。あるいは催事の補助。

第19時：まとめ
・ふりかえりとこれから
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の自己肯定感や自己有用感の向上にもつながる
ことも期待できる。SL での学びを，教科学習
からスタートさせ，総合学習を軸に充実させた
うえで，発表会等の学習のまとめを，特別活動
を通じて行っていくという，これら 3つの教育
活動の連続的な展開は，「社会に開かれた教育
課程」のカリキュラムの一つのモデルとして捉
えることができるだろう。

表 3　サービス・ラーニングの学習段階（中学校 2年）12）

「コミュニティーバスの運行計画の提案」の学習段階（学年： ₂年　教科：数学「一次関数」）

学習段階 学習活動の概要 学習活動の展開

Ⅰ．問題把握

　民間のバス会社が経営上の理由で撤退した後，
コミュニティーバスがお年寄りにとっては，欠
かせない交通機関である実態を知る。
　バスの運行には，最低 1 日何名以上の乗客が
必要なのか。運行上の規制はあるのかなどにつ
いて理解する。
　より便利な運行計画を立てることが，お年寄
りにとっても，バスの運行団体にとっても必要
であることを知り，その改善に興味を持つ。

第 1 時：病院でのお年寄りへのインタ
ビューの VTR を見て，コミュニティー
バスの必要性を感じとる。
　コミュニティーバスの運行のために必
要な 1 日の最低乗客数を運営団体の方か
ら聞く。

第 2 時：運行計画提案までの計画を立て
る。

Ⅱ．問題分析

　老人ホーム，病院，銀行，郵便局，市役所の
支所に，アンケート用紙を置かせていただき，
コミュニティーバスの利用状況及び利用希望の
時間帯と希望経路について把握する。

第 3時：各施設に出向き，アンケートの
目的を話し，協力を依頼する。
　お年寄りから必要性について，インタ
ビューを通して直接聞く。
第 4時：アンケートを回収し，停車位置
ごとの乗車希望時間と乗客数をまとめ，
表を作成する。

Ⅲ．意志決定

　現在運行している運行計画用のダイアグラム
を作成し，乗客数と各乗客の持ち時間を計算し，
状況を知る。
　利用希望者の要望を基に運行計画を改善し，
新たなコミュニティーバスの運行計画を立案し，
ダイアグラムを作成する。

第 5 時：表のデータを使って，バスの時
速とバス停間の距離を基に，現在運行し
ている計画に従って，ダイアグラムを作
成する。

第 6 時：利用希望者の希望を基に運行計
画を改善し，新たなコミュニティーバス
の運行計画を立案し，ダイアグラムを作
成する。

Ⅳ．提案・参加

　コミュニティーバスの運行団体に，アンケー
ト結果と運行計画のダイアグラムを持参し，運
行時間と運行経路の変更を提案する。
　新たな運行計画が，地域に受け入れられ，お
年寄りにとって，よりよく改善されているか検
証する。
　学習した内容について，発表することで，地
域社会の一員としての役割を果たしたことにつ
いての自信を深める。

第 7 時：新たなコミュニティーバスの運
行計画を提案し，そのダイアグラムを運
行団体に提出する。

第 8時：新たな運行計画の施行後，各施
設に出向き，よりよくなったかを調査す
る。

第 9 時：この学習で学んだことについて
の発表会の準備をする。

第10時：発表会を実施する。

5．　お　わ　り　に

　本研究では，今日の教育改革の核の一つであ
る「社会に開かれた教育課程」の実現に向けた
教育方法やカリキュラムの開発に向け，教科だ
けでなく，総合学習，特別活動といった既存の
教育活動の特性を活かしながら，それを SL と
いう手法を用いて連携させていくことの可能性
について考察してきた。
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　これら 3つの教育活動での学びをつなぐこと
で，子どもの能動的な学びを引き出す SL のよ
うな取り組みに十分な授業時間を割くことがで
きるようになるだけでなく，各々の教育活動の
相互作用によって学習効果も高まることについ
ても確認することができた。その際，それぞれ
の教育活動の特長を活かすためには，教科学習
→総合学習→特別活動という順番で学習を展開
させることが重要となる。獲得される知識やス
キルを明示しやすい教科学習から学習活動を立
ち上げ，各教科からで育くまれたさまざまな知
識やスキルを横断的，総合的に結びつけながら
探究的な学びをおこなう総合学習へと展開させ
ていき，学習の最終的なまとめとして，集団の
なかで互いの学習成果を確認し，分かち合う特
別活動を位置づける，こうしたプロセスに沿っ
たカリキュラム開発が有効だといえよう。
　最後に，教科学習，総合学習，特別活動を連
携させながら「社会に開かれた教育課程」を開
発していくうえで，総合学習や特別活動に今後
求められる課題について指摘しておきたい。
　前掲の教育課程企画特別部会による「論点整
理」では，「学校」の意義が，以下のように示
されている。

　「学校とは，社会への準備段階であると
同時に，学校そのものが，子供たちや教職
員，保護者，地域の人々などから構成され
る一つの社会でもある。子供たちは，学校
も含めた社会の中で，生まれ育った環境に
関わらず，また，障害の有無に関わらず，
様々な人と関わりながら学び，その学びを
通じて，自分の存在が認められることや，
自分の活動によって何かを変えたり，社会
をよりよくしたりできることなどの実感を
持つことができる。」

　この意義に基づけば，「社会に開かれた教育

課程」においては，子どもたちが「よりよくし
たい」と願い，働きかける「社会」は，学級や
学校という生活の場から，身近な地域「社会」
や，より大きな世界「社会」へと拡大させてい
く学びが展開されていかねばならない。現在の
学習指導要領においては，特別活動でいう「社
会」とは，学級活動，児童・生徒会活動，クラ
ブ活動，学校行事など学校内での生活が中心14）

になりがちである。今後は，まずは保護者や地
域の人々も含めた集団へと拡大していく取り組
みを増やしていく必要があるだろう。また，総
合学習においても，「日常生活における課題を
発見し解決しようとするなど，実社会や実生活
とのかかわりを重視する」15）ことは付言されて
いるが，自分たちの学級や学校の課題が，地域
の課題ともつながっていることなどを捉え考え
させるような視点はまだまだ弱い。「社会に開
かれた教育課程」の実現に向け，学校の中の
「社会」概念を徐々に拡大させていくためにも，
総合学習と特別活動の役割は大きいと言えるだ
ろう。
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